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1．はじめに 

 

「外国につながる子ども」とは、国籍に関わらず外国

に自分自身のルーツがあり、その国の言語・文化・習

慣・価値観などの中で育ってきた子どものことである 1)。

たとえば、日本に渡ってきた外国籍の子ども（渡日児童

生徒）、長期間にわたり外国で育った日本国籍の子ども

（海外帰国児童生徒）、両親の 1 人または両方が外国籍

である子ども、中国帰国者の子ども（中国帰国児童生

徒）などがこれに含まれる。近年、日本では外国につな

がる子どもの数が急速に増加している。2018 年度の学校

基本調査 2)によると、公立学校に在籍している外国籍の

児童生徒数は 93,133 人で、2016 年度より 13,014 人

（16.2％）増加している。また、2019 年 4 月 1 日の「改

正出入国管理法」の施行に伴い、今後外国人労働者とそ

れに伴う帯同家族の増加が予想され、外国につながる子

どものさらなる増加が見込まれる。このような中、2019

年 6 月には「多様な文化を尊重した活力ある共生社会の

実現・諸外国との交流の促進並びに友好関係の維持発展

に寄与 3)」することを目的に「日本語教育の推進に関す

る法律」が施行され、外国人等である幼児・児童・生徒

等に対する日本語教育の充実に国と自治体が責任を持つ

ことが示された。  

しかしながら、国や自治体ではさまざまな支援を実施

してはいるものの、その取り組みは未だ十分とは言い難

い。ことに、外国人散住地域（注１）である長崎県において

は、他の散住地域でも指摘されているように 4)外国につ

ながる子どもの支援に関して問題が表面化しにくく、支

援に地域格差が生じるなどという課題が生じていると思

われる。また、外国人集住地域（注２）と異なり、都市部で
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の重点的な措置だけでは支援が行き届かない外国籍児童

生徒がいることも推察される。 

 そこで、本研究では外国人散住地域である長崎県にお

ける外国につながる子どもの教育の現状をまとめ、そこ

から見えてくる課題を明らかにすることにした。 

本稿では、まず最新のデータを整理し、外国につなが

る子どもの就学状況を把握するため、日本語指導が必要

な児童生徒数および高校進学状況をまとめる。次に、外

国につながる子どもに対する支援の現状を概観する。さ

らに、これらのデータに基づき、取り組むべき課題につ

いて明らかにする。 

 

2．外国につながる子どもの就学状況 

 

2.1日本語指導が必要な児童生徒数 

前述したように、2018 年 5 月 1 日現在の公立学校に在

籍している外国籍の児童生徒数は 93,133 人である 2）。

2018 年度「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に

関する調査」5)によると、このうち日本語指導が必要な外

国籍の児童生徒数は 40,755 人であり、全体の 43.7％に

あたる。全外国籍児童生徒のうち約半数に近い割合の児

童生徒に日本語支援が必要な実態が見える。また、前回

調査である 2016 年度の 34,335 人と比較すると、その数

は 6,420 人増加していることもわかる（前年比

118.7％）。母語別に見ると、ポルトガル語を母語とする

児童生徒が 10,404 人で最も多く、全体の 25.5％を占め

る。次いで中国語 9,712 人（23.8％）、フィリピノ語

7,919 人（19.4％）、スペイン語 3,788 人（9.3％）と続

く。都道府県別の内訳を見ると、最も多いのが愛知県で

9,100 人（22.3％）、次に多いのが神奈川県 4,453 人

（10.9％）、次いで東京都 3,645 人（8.9％）、静岡県

3,035 人（7.4％）と続いている。 

前章で述べたように、外国籍の児童生徒だけではなく、

外国にルーツを持つ日本国籍の児童生徒の中にも日本語

指導が必要な者がいる。同調査によると 5)、日本語指導

が必要な日本国籍の児童生徒は 10,371 人であり、前回の

2016 年度調査の 9,612 人より 759 人増加している（前回

調査比 107.9％）。言語別で見ると、フィリピノ語を使

用する児童生徒が 3,384 人で最も多く全体の 32.6％を占

める。次いで中国語 2,149 人（20.7％）、日本語 1,201

人（11.6％）、英語 1,173 人（11.3％）と続いている。

都道府県別の内訳では、最も多いのは愛知県 2,176 人

（21.0％）、次いで神奈川 1,623 人（15.6％）、大阪府

1,013 人（9.8％）、東京都 941 人（9.1％）となってい

る。 

外国籍、日本国籍の児童生徒のいずれにおいても日本

語支援を必要とする児童生徒数は増加しており、両者を

合わせると全国で 51,126 人の児童生徒が日本語指導が必

要であることがわかる。今後もこの数は増加することが

予想され、国籍に関わらず外国につながる子どもに対す

る日本語支援は喫緊の課題であると言える。 

2.2 長崎県および長崎市における日本語指導が必要な

児童生徒数 

長崎県における日本語指導が必要な外国籍の児童生徒

は 33 人、日本国籍の児童生徒は 33 人であり、前者は 47

都道府県中 41 番目、後者は 29 番目となっている 5)。図

1 に示すように、過去の調査と比較すると、その数は外

国籍・日本国籍とも増加していることがわかる。 
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図 1．長崎県における日本語支援が必要な児童生徒数の

推移（人） 

（出所）文部科学省（2018b、2016、2014）「日本語指

導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査(平成 30 

年度、平成 28 年度、平成 26 年度）」を参考に筆者作成 

 
まず、外国籍の児童生徒について内訳を述べる。母語

別では、外国籍児童生徒のうち、最も多いのは英語で 12

人、次に多いのは中国語で 7 人、次いでフィリピノ語 4

人、韓国・朝鮮語 2 人、スペイン語・ポルトガル語・ベ

トナム語がそれぞれ 1 人、その他 5 人となっている。全

国における母語別在籍状況と比較すると、長崎県では英
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語を母語とする外国籍の児童生徒の割合が多いことがわ

かる。学校種別の在籍状況を見ると、外国籍 33 人のうち

小学校在籍者が 19 人（学校数 9 校）、中学校 6 人（学

校数 5 校）、高等学校 1 人（学校数 1 校）である。 

一方、日本国籍の児童生徒 33 人の内訳については、ま

ず言語別に見ると、英語を使用する児童生徒が 23 人で最

も多く全体の約 69.6％を占める。次いで日本語、中国語、

フィリピノ語がそれぞれ 3 人、韓国・朝鮮語が 1 人と続

いている。学校種別の在籍状況では、小学校在籍者が 26

人（学校数 14 校）、中学校 6 人（学校数 5 校）、高等

学校 1 人（学校数 1 校）となっている。 

本調査結果では各学校における日本語支援が必要な児

童生徒数は公開されていないが、外国籍および日本国籍

のいずれも、中学校および高等学校に関しては、1 校当

たりの在籍数は 1 人または 2 人であることがわかる。す

なわち、長崎県においては、外国人散住地域としての特

徴を有していると言える。 

次に、長崎市における日本語支援が必要な児童生徒数

を見てみる。前述した「日本語指導が必要な児童生徒の

受入状況等に関する調査(平成 30 年度)」5)には、長崎市

単体のデータは公開されていないため、長崎市教育委員

会のデータを参照する。 

長崎市教育委員会の調べ（注３）によると、2019 年度の

長崎市の小学校および中学校に在籍する外国籍の児童生

徒数は、小学校在籍者が 23 人と中学校在籍者が 16 人の

計 39 人である。同年 5 月１日現在の長崎県の外国籍の児

童生徒は 133 人であることから 6)、そのうちの 29.3％が

長崎市の小中学校に在籍していることがわかる。この 39

人のうち、日本語指導が必要な外国籍の児童生徒数は 13

人で、長崎市の全外国籍児童生徒数の 33.3％を占める。

その内訳は小学校在籍者が 4 人、中学校在籍者が 9 人で

ある。一方、日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒は

5 人であり、小学校在籍者が 4 人、中学校在籍者が 1 人

となっている（表 1 参照）。 

以上のように、長崎県と長崎市においても全国の状況

と同様に外国籍および日本国籍の児童生徒の中に日本語

指導が必要な者がいることがわかる。 

                                                   
(注３)本データは、2020 年 3 月 12 日に長崎市教育委員会

へメールにて問い合わせをして得られたものである。 

表 1 長崎市の日本語指導が必要な児童生徒数（人） 

  小学校 中学校 計 

日本語指導が必要な 

外国籍児童生徒数 
4 9 13 

日本語指導が必要な 

日本国籍児童生徒数 
4 1 5 

（出所）長崎市教育委員会へのメールでの聞き取り調査

（2020 年 3 月）を基に筆者作成 

 
2.3外国につながる子どもの高校進学状況 

日本語力や各教科の学力・日本の高校入試制度に対す

る理解・文化や習慣の違い等から考えると、外国につな

がる子どもにとって高校進学は一つの大きな課題である。

先行研究では、義務教育後の進路に関する調査研究も行

われているが、その多くは外国籍の生徒の高校進学率ま

たは在学率に関するものである。よって、本稿では外国

につながる子どもの中でも特に外国籍の生徒の高校進学

状況に焦点をあてながら近年の先行研究を整理すること

とする。 

 2.3.1先行研究 

外国籍の生徒の高校進学状況に関する研究は、それぞ

れの研究によって調査対象や調査方法が異なるため一概

に比較はできないが、いずれの調査においても外国籍の

生徒の高校進学率の低さが指摘されている。 

最近の研究データを確認すると、まず進学率と進学先

に着目したものとして愛知県国際交流協会 7)の調査があ

る。愛知県国際交流協会７）は、2016 年 3 月に愛知県内

の公立中学校（名古屋市以外）を卒業した外国籍生徒の

うち、日本語指導が必要な生徒 530 人を対象に進路状況

について調査を行っている。その結果、全日制高への進

学率は 43.8％であり、日本人を含めた全ての中学校卒業

者の進学率の 90.1%と比較すると、約半分であることが

報告されている。一方で定時制高への進学率は 24.2%、

専修学校・各種学校は 9.1％と高いことが確認されている。  

次に、高校在学率における国籍間格差に注目したもの

として、鍛治 8)、矢部 9)がある。鍛治 8)は 2010 年の国勢

調査の結果を用い国籍別の高校在学率について検証した

結果、日本、韓国・朝鮮族、米国籍の在学率が 90％以上、

中国籍が 89.9％で高いのに対し、フィリピン籍、タイ籍、

ブラジル籍、ベトナム籍の在学率は 80％以下と低い水準
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にとどまっていると指摘している。矢部 9)においても類

似した結果が得られている。矢部 9)は、「国籍の違いに

よる高校進学への影響が、都道府県レベルに区分した際

にも見られるのかどうかを確認することを目的として

（p4）」、文部科学省の「日本語指導が必要な児童生徒

の受け入れ状況に関する調査」の集計結果を用いて検証

した。その結果、進学率の高い都道府県（神奈川、東京

都、大阪府）では中国語を母語とする生徒の割合が高い

のに対し、進学率が低いまたは過去に低い時代が続いた

県（愛知県、静岡県）ではポルトガル語やスペイン語な

どを母語とする生徒の割合が大きいことがわかったと報

告している。しかし一方で、矢部 9)においては、母語割

合だけでは説明がつかない要素の存在も示唆されている。

上述した愛知県と静岡県の例がそれである。静岡県は母

語割合とその変化傾向が愛知県に非常に類似しているも

のの、高校進学率の推計値が 2016 年に大きく伸びてい

るのである。矢部の調査では、その理由は明らかになっ

ていないが、母語割合以外の要因が影響していることが

考えられる。 

さらに、2016 年の「学校における外国人児童生徒等に

対する教育支援に関する有識者会議（第 4 回）」の山野

上 10）の配布資料においても外国籍生徒の高校進学率の低

さが確認できる。山野上 10)は文部科学省の学校基本調査

のデータを用い、2012 年度の中学校在籍者数を 100 とし、

その 3 年後の 2015 年度の高校在籍者数の比率を求めて

いる。そして在籍者全体と外国籍生徒とを比較すること

により、両者間の差を浮き彫りにしている。このデータ

によると、在籍者全体では中学校在籍者数 100％に対し

高校在籍者数は 93.4％であるが、外国籍に限った場合は

中学 100％に対し高校 57.9％となっている。この数値は

純粋な高校進学率とは言えないが、外国籍に限った場合

の数値の低さは外国籍生徒の高校進学率の低さを示すに

足るものであると言える。試みに、最新のデータを用い

山野上 10)と同様の計算を行ったところ、在籍者全体は

93.0％と山野上の調査とほぼ同じであったが、外国籍は

67.3％と山野上の調査より約 10％上昇していることがわ

かった（図 2 参照）。しかしながら、在籍者全体と外国

籍を比較した場合には、外国籍の方が 25.7％低く両者間

に未だ大きな差があることが確認された。 

また、高校進学後の中退者に言及した研究報告もある。

2017 年の外国人集住都市会議の報告 11)では、高校に進

学する外国籍の児童生徒が増加しているものの、「①学

力の問題、②進学した高校への無関心、③高校でのいじ

め、④経済的な問題、⑤高等学校の教育制度が十分に理

解されていないなど（p74）」の理由で中途退学する者

も少なくないと述べている。これは、文部科学省のデー

タによっても裏付けられる。文部科学省（2018）5)に記

載されている「平成 29 年度中の日本語指導が必要な高校

生等の中退・進路状況」によると、全高校生等における

中退率が 1.3％と低い数値であるのに対し、日本語指導が

必要な高校生等の中退率は 9.6％となっている。 
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図 2．3 年前の中学校在籍者数に対する 
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（出所）文部科学省（2019、2016）「学校基本調査(令

和元年度、平成 28 年度）」を参考に筆者作成 

 
以上見てきたように、外国籍の生徒の高校進学率は、

以前と比較すると上昇してはいるものの、日本国籍を含

む在籍者全体と比較すると未だ低く、日本語指導が必要

な高校生の中退率も高いということがわかる。 

2.3.2長崎県における状況 

本項では長崎県における外国籍の生徒の高校進学率に

ついて述べる。管見の限り、長崎県の外国籍生徒の高校

進学率ついて言及している調査研究は多くは確認できな

い。ここでは前述した矢部 9)および小島 12)の長崎県につ

いてのデータを参照しながら議論を進める。矢部 9)およ

び小島 12)では、文部科学省の「日本語指導が必要な児童

生徒の受け入れ状況に関する調査」の結果を用い、下記

計算式（1）によって「都道府県別の高校進学率の推計

値」を求めている。小島 12)のデータは矢部 9）のデータの
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一部と重なるため、下記表 2 に矢部 9）が求めた数値を示

す。 

表 2 によると、長崎県の高校進学率の推計値は 2012

年には 20.0％であったものの、その後低下し 2014 年お

よび 2016 年には 12.5％となっている。この数値から見

ると、長崎県の外国籍の生徒の高校進学率は非常に低い

ということになる。しかしながら、下記計算式（1）で求

めたこの数値は妥当性が低く、これをもって長崎県の高

校進学率とすることはできないと思われる。矢部 9)でも

述べられているように、この推計値は、追跡調査により

得られた数値ではなく、日本語指導を必要とする同時点

の中学生数と高校生数を用い求められたものである。そ

のため、高校入学時には十分な日本語力を獲得しており

日本語指導の必要性がなくなっていた生徒が多くいた場

合や、反対に日本語指導が必要な生徒が高等学校になっ

て初めて入学してきた場合などには、計算式（1）を用い

ると、推計値が低くなることや高くなることがある。加

えて、長崎県は日本語指導が必要な児童生徒数が少ない

ため、上記のような生徒が数人しかいなかった場合でも、

その推計値が大きく影響を受けることになる。以上の理

由から、長崎県のように外国籍生徒数が少ない県に限っ

て言えば、計算式（1）は妥当性に欠けると言える。 

 
 進学率推計値＝各調査年の高校在学者数÷ 

各調査年の中学校在学者数×100…（1） 

 
表 2 長崎県の高校進学率の推計値（％） 

 2008 2010 2012 2014 2016 

長崎県 0.0 0.0 20.0 12.5 12.5 

（出所）矢部 9)の「都道府県別の高校進学率の推計値」

から長崎県の数値のみを筆者抜粋 

  
 文部科学省の学校基本調査 13）によると、平成 31 年度

の長崎県の全中学校卒業者の高等学校等進学率（通信制

課程本科への進学も含む）は、99.1％である。これに対

して長崎県の外国籍生徒の進学率は、現時点では明らか

になっていない。先行研究のように、長崎県においても

外国籍生徒の高校進学率が低いのか、今後追跡調査を行

い、妥当性のある数値によって現状を把握していくこと

が必要である。 

3.外国につながる子どもへの支援の現状 

 

3.1文部科学省による支援施策 

文部科学省における「日本語指導が必要な児童生徒」

への支援として、文部科学省（2016）においては、以下

の 6 つの施策（ここでは便宜的に①～⑥の番号を付す）

が挙げられている 14)。 

①外国人児童生徒に対する日本語指導の充実のため、学

級数等から算定されたいわゆる基礎定数とは別に、日

本語指導を行う教員を配置するための加配定数を措置

する。 

②教育推進支援事業として、(1)「公立学校における帰

国・外国人児童生徒に対するきめ細かな支援事業」と、

(2)「定住外国人の子どもの就学促進事業」を設け、各

自治体が行う取組を支援する。 

③独立行政法人教員研修センターにおいて、日本語指導

者等（教員や校長等の管理職及び指導主事）を対象と

して、日本語指導法など実践的な研修を実施する。 

④公立義務教育諸学校への就学の機会を逸することのな

いよう、日本の教育制度や就学の手続き等をまとめた

就学ガイドブックをポルトガル語、中国語等 7 言語で

作成し、教育委員会・在外公館等に配布する。 

⑤日本語指導が必要な児童生徒を対象とした「特別の教

育課程」（注４）の編成・実施について、学校教育法の一

部を改正し、施行する。 

⑥外国人児童生徒の総合的な学習支援事業として以下の

4 つを行う 

1)外国人児童生徒の体系的かつ総合的な受け入れのガ

イドライン『外国人児童生徒受入れの手引き』の配布

（平成 23 年 3 月） 

2)教育委員会等作成の多言語文書や教材の検索サイト

「かすたねっと」の開設（平成 23 年 3 月） 

3)日本語能力の把握と、その後の指導方針を検討する

際の参考となる『外国人児童生徒のための JSL 対話

型アセスメント～DLA～』の配布（平成 26 年 3 月） 

4)『教育委員会が研修会を計画する際の参考となる外

                                                   
（注４）「特別の教育課程」とは、児童生徒が日本語で学校生活を

営み、学習に取り組めるようになるために、年間 10～280 単位

時間を標準に、在籍学校における「取り出し」指導（在籍学級

を離れ別室で個別に行う指導）を行う制度のことである。2014
（平成 26）年に施行。 
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国人児童生徒教育研修マニュアル』の配布（平成 26

年 3 月） 

そして、2018 年には入管法の改正による新たな在留資

格の創設を踏まえて、「外国人材の受入れ・共生のため

の総合的対応策」15)が閣議決定され、外国人児童生徒の

教育についても一層の充実を図ることとされた。翌 2019

年には「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策

（改定）」16)が取りまとめられた。そこに挙げられてい

る「外国人の子供に係る対策」を以下に抜粋・要約する。 

〇保育所等における外国籍の子どもへの配慮や保育所等

から小学校への切れ目のない支援が行われるようにす

る。また放課後児童クラブにおける外国人児童への適

切な対応がなされるようにする。 

〇公立学校において、2026 年度には日本語指導が必要な

児童生徒 18 人に対して 1 人の教員が基礎定数として措

置されるようにする。また、日本語指導補助者や母語

支援員の活用等の指導体制の構築、日本人と外国人が

ともに学び理解し合える授業の実施、きめ細かな指導

のための多言語翻訳システムや遠隔教育等の ICT の整

備を支援する。その際、母語・母語文化の重要性に配

慮する。 

〇教育委員会・大学等が実施すべき研修内容等をまとめ

た「モデル・プログラム」の開発・普及を通じて、日

本語初期指導、中期・後期指導、JSL カリキュラムに

よる指導等の系統的な日本語指導を実践するための体

制を整備し、外国人児童生徒等の教育を担う教員等の

資質能力の向上を図る。また研修指導者の養成、地方

公共団体が実施する研修への指導員派遣を行う。 

〇外国人生徒等の進学状況、中退率、進路状況等に関す

る実態を踏まえ、中学校・高等学校において将来を見

通した進路指導が提供できるよう、日本語指導とキャ

リア教育等の包括的な支援を進める。また公立高等学

校における帰国・外国人生徒への特別な配慮（ルビ、

辞書の持ち込み、特別入学枠の設置等）について、地

域の実情に応じて充実が図られるようにする。 

〇外国人児童生徒の就学機会が適切に確保されるよう、

多言語化に対応した地方公共団体における就学案内の

徹底や就学ガイドブックの作成・配布等により就学促

進のための取り組み、就学実態の把握に係る取組の促

進を図る。また、外国人学校や NPO 等の多様な主体

が地方公共団体と連携し、就学状況の把握や就学促進

につながるよう支援を充実する。 

〇障害のある外国人の子供の就学先の決定が、言語、母

語の教育制度や文化的背景や家庭環境に留意して行わ

れるよう周知を行うとともに、多言語化に対応したシ

ステムの活用を推進する。特別支援学校等においても、

担当教師が日本語指導、特別支援教育について学ぶこ

とのできる研修の機会等の充実を図る。あわせて発達

障害の可能性のある外国人の児童生徒に対する学校に

おける合理的配慮の提供について実践研究を行い、そ

の成果を普及する。 

以上のように、文部科省による支援施策は有識者会議

の提言等をもとに段階的に整備が進められてきていると

いえる。2016 年の時点では、義務教育段階における指導

体制に関する支援内容が中心的であったが、直近におい

ては、義務教育の前後にあたる就学前段階と高校進学、

さらには高校卒業後の将来を視野に入れたキャリア教育

にも言及されている。また、障害のある児童生徒への合

理的配慮についても明記されており、年を追うごとによ

り細かな対応方策が設けられてきているといえる。ただ

し、これらの対応策の実際の進捗状況については、集住

地域・散住地域の違いなど、抱えている事情や課題によ

り、各自治体によってさまざまであることが予想される。 

3.2長崎県における支援施策の状況 

2019 年度長崎県においては前述の文部科学省の 6 つの

施策の一つ目である日本語指導を行う教員を配置するた

めの加配定数措置によって、４名の日本語通級指導員が

配置されている （注 5）。この加配措置は対象となる児童生

徒 18 人に対し 1 人の加配教員を置くものであり、原則的

に要請があった学校に出向き巡回指導を行う。長崎県に

配置された４人のうち 1 人は長崎市を中心に、2 人は佐

世保市、1 人は東彼杵町を中心に指導を行っている。 

この加配教員による支援は、教員免許を持った教員が

県や市町村、各学校と連携して児童生徒の支援にあたる

ことができるが、定数に基づく配置であるために、長崎

県のような散住地域においては、支援対象となる地域が

                                                   
（注 5） 平成 29 年 3 月に義務標準法を改正。それまで、加配定

数であった日本語指導のための教員定数を 10 年間で計画的に基

礎定数化し、令和 8 年度には、日本語指導が必要な児童生徒 18
人に１名の教員を基礎定数として配置 16) 
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広すぎ支援が届かない地域も多い。このため、長崎県は

教員に対し独立行政法人教員研修センター（NCTD）が

行う「外国人児童生徒等に対する日本語指導指導者養成

研修」への参加を各市町村を通じて促しているが、2019

年度は 2 人の参加にとどまっている （注 6）。 

また、「2019 年調査 都道府県立高校(市立高校の一

部を含む)の外国人生徒及び中国帰国生徒等への 2020年

度高校入試特別措置等について」17)によると、長崎県で

は、公立高校において全日制、定時制ともに入試の際に

「帰国生徒・外国籍生徒に係る入学者選抜の特例措置」

がある 。これは「一般入学者選抜において募集定員の枠

外で日本語又は外国語（英語又は中国語）による作文及

び面接を実施する」というもので、受験時までの滞日年

数について制限があるものの、外国籍生徒の高校進学を

支援するものと言えるだろう。前述の通り、長崎県の外

国籍生徒の進学率は明らかになっておらず、この措置に

よる入学者数も不明だが、この調査結果を見ると、少な

くとも全日制、定時制ともに外国籍生徒、中国等帰国生

徒の在籍があることがわかる。 

いずれにしても長崎県による支援については、公開さ

れている資料等が少なく、残念ながらその実情を知るこ

とができない。そのため次節では長崎県の中でも外国に

つながる子どもが多く在住している長崎市に焦点を当て

その取り組みの詳細を述べたい。 

3.3長崎市における支援の状況 

前述の文部科学省による「日本語指導が必要な児童生

徒」への支援施策②教育推進支援事業(1)「公立学校にお

ける帰国・外国人児童生徒に対するきめ細かな支援事

業」とは「帰国・外国人児童生徒の受入れから卒業後の

進路までの一貫した指導・支援体制の構築を図るため、

各自治体が行う受入促進・日本語指導の充実・支援体制

の整備に関する取組を支援する」18)というものである。

この支援事業においては、それぞれの自治体が状況に応

じた支援を講じることを求められるが、遅くとも 2016

年からは「日本語能力測定方法の活用による児童生徒の

日本語能力の把握」と「特別の教育課程による日本語指

導の実施」が必須となっている 19) 。 

                                                   
（注 6） 本データは 2020 年 3 月 19 日及び 24 日に行った長崎県

教育委員会への電話による聞き取り調査によって得られたもの

である。 

文部科学省ではこの支援事業の実施について、2013 年

度から 2019 年度までの実施地域の一覧と 2018 年度まで

の各地域の実施報告の概要をホームページ 18)にて公開し

ているが、この報告によると長崎市は市教育委員会を実

施主体とし 2013 年度より、この支援事業を行っている。

以下に長崎市が行った取り組みをまとめる。表 3 に長崎

市の支援実施体制を、表 4 に長崎市の具体の取り組みを

示す。 

 
表 3 長崎市の実施体制 

平成 25 年（2013 年）から平成 27 年（2015）まで 

・中国帰国子女児童生徒教育相談員 

平成 28 から平成 29 年（2016～2017） 

・長崎市教育委員会 

・帰国・外国人児童生徒教育相談員 

・日本語通級教室担当教員 

平成 30 年（2018） 

・長崎市教育委員会 学校教育課（課長、係長、担当

者） 

・長崎市立横尾小学校長 

・長崎市立江平中学校長 

・帰国・外国人児童生徒教育相談員（3 名） 

 
表 4 長崎市の具体の取り組み 

平成 25 年（2013） 

・日本語能力測定方法（DLA）の活用 

・日本語指導ができる指導員の派遣 

・児童生徒の母語が分かる相談員の派遣 

平成 26 年（2014）から平成 28 年（2016） 

・日本語能力測定方法（DLA）の活用 

・特別の教育課程による日本語指導の導入に向けた

協議会の実施 

・日本語指導ができる指導員の派遣 

・児童生徒の母語が分かる支援員の派遣 

平成 29 年（2017） 

・日本語能力測定方法の活用 

・特別の教育課程による日本語指導の実施 

・日本語指導ができる指導員の派遣 

・児童生徒の母語が分かる相談員の派遣 
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平成 30 年（2018） 

・日本語能力測定方法（DLA）の活用 

・特別の教育課程による日本語指導 

・日本語ができて児童生徒の母語が分かる相談員の

派遣 

・帰国・外国人児童生徒の在籍状況や日本語指導を

要する児童生徒数、成果等についての情報共有 

・今後の普及活動に向けた方向性の検討 

・ICT を活用した教育・支援の推進 

 
6 年間にわたる長崎市の取り組みを見てみると、いく

つかの特筆すべき点がある。 

まず実施体制の充実に向けた動きである。この支援事

業が始まった当初、おそらく実際に支援の対象となる児

童生徒に対応していた教育相談員のみで構成されていた

実施体制に、4 年目からは市教育委員会と通級教室担当

教員が加わり、6 年目には小中学校の校長も加わってい

る。この実施体制の変遷から、2 節で述べた日本語支援

が必要な児童生徒数の増加に伴い、長崎市が支援に対す

る問題意識の共有と受け入れ態勢に作りに向けて本格的

に動き始めていることが見て取れる。 

次に具体の取り組みについて見てみると、事業開始当

初から行っている「日本語能力測定方法の活用」すなわ

ち DLA（JSL 対話型アセスメント）の実施が一定の成果

を上げていることがわかる。報告書によると実施にあた

っては、相談員と教員が協力して対象とした児童生徒の

アセスメントテストを行い、その後の指導に活用したこ

とが述べられている。さらにこの日本語能力測定

（DLA）の結果を活用した「特別の教育課程」による日

本語指導に向けての協議会を設置し（2014 年から 2016

年）、2017 年には同課程による日本語指導を実施したと

している点は注目すべきであろう。 

また表 4 を見るとわかるように、長崎市では平成 25 年

当初から継続して「児童生徒の母語が分かる相談員の派

遣」を行っており、これが長崎市における支援の主要な

部分を占めると思われる。日本語能力の測定、特別の教

育課程を含めた就学全般にわたる児童生徒に対する援助、

保護者とのやりとりなどその業務は極めて広範囲に渡っ

ている。報告書においても相談員の支援における成果に

ついて多くの記述がある。   

一方で 2017 年までは、毎年取り組みとしてあげられ

ていた「日本語指導のできる支援員の派遣」については

報告書において成果の報告がなく実施の実態も不明であ

り、2018 年度の報告書 20)には、「日本語指導者の育成

に努める」という記述にとどまっている。 

以上のように文部科学省の支援施策「公立学校におけ

る帰国・外国人児童生徒に対するきめ細かな支援事業」

を活用した長崎市における支援の状況を見ると、市が現

状に沿った支援体制作りと具体的な取り組みに努めてい

ることがわかる。その一方で、その取り組みを実施にす

るにあたっては、児童生徒の母語が分かる相談員なしに

は実施が難しく、相談員に負担が集中しているようであ

る。また専門の知識を持つ支援者による日本語指導は、

その必要性を認識しつつも具体的な支援に結びついてい

ないと言えるだろう。 

児童生徒の母語がわかる相談員が支援の主要な部分を

担う状況においては、相談員の不足や交代などが支援に

大きく影響する。通訳の役割も大きい相談員が見つけら

れなかった場合には、支援体制そのものが十分に機能し

ないことは想像に難くない。この支援施策の報告書には

記載されていないが、児童生徒の母語が分かる相談員の

派遣ができず、そのために支援体制が十分に活用できな

い場合があることは留意すべき点である。次節ではこの

ような児童生徒の受け入れについて紹介したい。 

3.4長崎市 A中学校における受け入れ 

長崎市 A 中学校において、外国につながる子どもの受

け入れに際し、児童生徒の母語が分かる相談員の派遣ま

でに 1 年以上かかったケースがある。 

長崎県人権教育研究協議会・長崎市人権教育研究会が

主催した第 29 回長崎県進路・学力保障研修会における報

告 21）によると、2018 年 5 月にスペイン語を母語とする

生徒（中学 1 年生）の受け入れが決まったが、A 中学校

にはスペイン語で会話可能な教職員は、週 2 回勤務する

ALT のみであり、入学した生徒は日本語を全く理解でき

ない状態であった。生徒の母語が分かる相談員の派遣が

行われたのは、2019 年の 5 月である。 

この研修会では 1 年 2 ヶ月にわたる A 中学校での支援

の報告が行われたが、そのほとんどが現場の教職員が手

探りで進めてきたものであった。 

この報告によると、受け入れ当初は何よりもまず当人
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とのコミュニケーションをどのように行っていくかが最

大の課題であったことがわかる。また学習を支援するサ

イトが一部活用できたものの、情報量の多さのためにか

えって現場の負担となり、活用に至らなかったこと、

web を利用した翻訳ツールが教室での Wi-Fi 環境の不備

よりほぼ利用できなかったことなど、支援体制があって

もそれが活用できない現場対応の困難さが指摘されてい

る。さらに、高校進学に向けた具体的な支援の方策が定

まらないことや学習言語としての日本語の指導方法など、

気がつくまでに時間を要する問題や、対応が困難であっ

たり、時間がかかったりする問題も多いことが報告され

た。 

しかしながら、この報告では様々な困難がありつつも

現場における教職員の取り組みによって、生徒の適応が

促され、日本語力を獲得していき、人間関係を築いてい

く様子が記されている。 

 例えば、受け入れ生徒に対する対応だけでなく、クラ

スや学年全体で、日本人生徒に日常生活で使うスペイン

語を紹介したり、受け入れ生徒の母国についての学習機

会を設け、教室には地球儀とスペイン語の単語集、会話

文集を常備したりといった体制づくりを行っている。 

また、授業や定期テストでの母語使用やふりがな、取

り出し授業などの学習支援を行い、見学などを伴う「平

和学習」といった機会では、全生徒に配布する「学習計

画」に日本語とともにスペイン語も併記し、受け入れ生

徒の学習の様子を紹介し、ともに学ぶという意識の醸成

に努めている。 

さらに、携わる教職員が受け入れ生徒に対し精神状態

や友人関係についても注意深く見守り、学級発表会での

発表や部活動への体験入学（のちに正式入部）など適切

な機会を提供していることも、受け入れ生徒のコミュニ

ケーション能力の向上や友人関係の構築に大きな効果が

あったようである。 

1 年次を修了し受け入れ生徒が 2 年次に進級した際に

は、生徒の母語での会話が可能な日本人教員が担任にな

り、5 月からは市からの母語が分かる日本語相談員の派

遣も始まり、より充実した支援が行える体制となったよ

うである。 

3.5まとめ 

 以上のように外国につながる子どもへの支援施策と、

自治体での取り組み状況を見てきた。 

 施策に関しては、前述の通り、文部科省主導のもと段

階的に整備が進められ、より具体的に細かな対応に向け

て進んできていることは一定の評価ができる。また対象

とする範囲が今後は義務教育の前後にあたる就学前段階

と高校進学、さらには高校卒業後と広がっていくことが

予想されることは、子どもの支援という点のみならず、

外国人住民の包括的な生活支援という点でも意義深い。 

 一方で、いくら支援施策が進んでも、集住・散住とい

った地域差がある以上、施策による支援だけでは困難や

限界がある。その地域に応じた支援体制を構築し、地域

主導で具体的な支援策を行うことは重要である。 

 

４．今後取り組むべき課題 

 

本稿によって明らかになった現状によって、長崎県に

おける外国につながる子どもの教育は、外国人散住地域

としての特徴と課題を有していることが浮き彫りになっ

た。 

まず、日本語支援が必要な児童生徒は、他の都道府県

と比較してもその数が少なく、1 校あたりの在籍者数も

少ないことがわかった。次に、文部科学省の加配定数措

置によって配置された加配教員は 4 名と少数であるため

支援が行き届かない地域があることも明らかである。ま

た、児童生徒の母語がわかる相談員派遣に 1 年以上を要

したというケースが報告されたが、これも外国人散住地

域であることが要因の一つであると言えるだろう。つま

り、支援する側も限られているため支援者確保により一

層の困難さが生じるのである。そんな中、手探りで問題

に対処しようとする教員の姿も浮かび上がっており、こ

の点からも先行研究で指摘されているように、問題が表

面化しにくく支援の体制が整いにくいとされる散住地域

の特徴が窺える。 

では、このような課題に今後どのように取り組んでい

くべきなのか。同様の外国人散住地域における先行研究

でも主張されているように 4),22),23),24)、外国につながる子

どもに関わる様々な人のつながりを強化すること、すな

わち「ネットワーク構築」が有効であると考える。土

屋・内海（2012）4）では、行政の施策が立てられにくく

地域格差が生じるという外国人散住地域の問題を解決す
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るため、教育支援の経験を蓄積しひろく将来にわたって

共有できることを目的としてハンドブックの作成に取り

組んだ。そして、その過程においてネットワークが形成

され、その後の支援活動につながったと述べられている。

また、新谷（2019）22）では、学校現場と地域の支援の場

との連携の難しさを解消するために「奈良・子どもの日

本語教育ネットワーク」が取り組んだ活動例が紹介され

ている。さらに、佐々木（2018）23）では、ボランティア

などの支援者確保の困難さを改善しようと大学と国際交

流協会が呼びかけを行い、「外国につながる児童生徒等

教育支援ネットワーク協議会」が設立され、関係団体が

相互に情報交換ができる体制が整ったことが報告されて

いる。加えて、行政側からの支援の必要性 23）や教育委員

会と他機関との積極的な連携および情報交換の必要性も

主張されている 24）。 

そこで本稿では、このような先行研究で得られた知見

に基づき次の提案をしたい。 

外国人散住地域での外国につながる子どもを支援する

ためには、この課題に関わる様々な人たちが相互につな

がる幅広いネットワークを構築することが必要不可欠で

ある。そして、このネットワーク構築実現のためには、

以下の 1）から 4）の計画を着実に進めていく必要がある。 

1）支援内容の整理と支援の多様性への気づき 

 まず、支援内容を整理することにより、「支援方法の

多様性」および「支援に関わる人たちの多様性」を再認

識する必要がある。前述したように、長崎県においては

児童生徒の母語がわかる相談員への負担が大きくなって

いる現状がある。しかし、支援の方法は母語による支援

だけではなく、また被支援者のニーズもそれだけではな

いはずである。母語による支援のほかに、日本語教育支

援、教科学習に対する支援、学校生活および社会生活適

応のための支援などが挙げられる。また、支援に関わる

人々も、児童生徒・保護者・教職員・相談員・日本語教

育専門家・ボランティア・地域住民・学校・教育委員

会・市民団体など多岐にわたる。そして、それらの個人

または団体は支援する側・される側とはっきりと区別さ

れるものではなく、相互に支援し合うという構図が形成

されていると考えられる。 

このような支援の多様性への気づきがネットワーク構

築への第一歩となると確信している。 

2）ネットワーク構築のためのリソースの掘り起こし 

 ネットワーク構築のために、上記 1）の支援の多様性

に基づき長崎県における人的リソースおよび物的リソー

スの掘り起こしを図ることが必要である。まず、人的リ

ソースとしては教育委員会および学校関係者をはじめ、

各地域のボランティア団体・語学学習団体・日本語教育

専門家・市民団体・各大学のサークル・児童生徒の母語

がわかる留学生などが挙げられる。次に、物的リソース

としては日本語学習のための ICT 教材・外国籍児童生徒

受け入れの手引き・受け入れ事例集などが有効に活用で

きると思われる。これらの人的・物的リソースを掘り起

こし、相互に活用できる協力体制を築くことが重要であ

る。 

3）ネットワーク構築とリソースの共有および可視化 

 外国につながる子どもの支援に関わる人や団体をつな

ぐネットワークを構築し、その人的・物的リソースを可

視化することにより全体で共有する。可視化の方法とし

ては、ネット上での公開、紙媒体での配布などが考えら

れる。また、単なるリストの公開にとどまらず、視覚的

にもわかりやすい工夫が必要であろう。たとえば、奈

良・子どもの日本語教育ネットワーク 22）が作成した「な

ら・こどものにほんごマップ」という地域の支援の場の

一覧を書き込んだ地図も一つの参考例となると思われる。

どのような形で可視化し公開していくかは、今後さらに

検討を重ね長崎県により適した形を作り上げていくべき

であろう。 

4）ネットワークの強化と継続 

 構築したネットワークを強化しまた継続して活用でき

るよう、外国につながる子どもの支援に関わる人々が実

際に対面しつながる場を提供していく必要もある。具体

的には、多文化共生をテーマにしたイベントやセミナー

の開催、ICT 学習教材などの使用方法研修会、日本語学

習指導のための研修会など目的ごとに様々な場の提供が

可能である。このような場を通して、参加者同士が互い

に情報を共有し理解を深めるとともに、新たなネットワ

ーク参加者の掘り起こしにもつながると考える。そうす

ることにより、ネットワークを継続して活用していく体

制が整うと考えている。 
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5．おわりに 

 
本稿では、長崎県における外国につながる子どもの教

育の現状について、最新のデータをもとに就学状況およ

び支援の状況について整理し評価を行った。またそれを

踏まえ、早急に取り組むべき課題として、本県における

外国につながる子どもの支援を目的としたネットワーク

構築についての具体的な提案を行った。先行研究でも述

べられているように 4)、支援のネットワークの構築には

学校・自治体・教育委員会をはじめとし、地域の様々な

人々の理解と協力が必要不可欠である。そのためにはま

ず、長崎県における外国につながる子どもの現状を広く

周知し、よりよい環境を整えていくための意識を共有す

ることが重要である。本稿では現状把握というその目的

を一定程度達成することができた。しかしながら、長崎

市以外の具体的支援の現状や、長崎県の外国につながる

子どもの高校進学率についてなど、十分に明らかにでき

なかった点もある。これらについては、今後、当事者や

関係者にも協力を仰ぎ、引き続き情報を収集していきた

いと考える。それと同時に、今回提案したネットワーク

の構築に向けて、研究活動を継続していくこととする。 
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